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202３確定闘争～第３回幹事団交渉報告
移転料支給、再任用処遇改善、「小１の壁」解消に向け最終交渉に結集を！

依然として賃金引き上げは明言せず。一方で勤勉手当成績率の格差拡大の検討を示唆！ 

県労連は11月1日、2023確定交渉第3回幹事団交渉を行いました。（詳細３頁）
この日も当局は「勧告を実施したい気持ちは皆さんと同じだ」（労務担当局長）と言いつつも賃金引上げの明言はなく、具体的な前進回答はありませんでした。
一方、昨年度見直しを行った勤勉手当の成績率について、改めて格差拡大の検討を示唆するなど、職員の要求に向き合わない、不誠実な対応に終始しました。
11月9日（木）には最終交渉が行われます。要求の実現を目指し、闘い抜きましょう。
最終交渉にあたっての課題
〇再任用職員の処遇改善
　来年4月からの定年延長で生じる再任用職員と定年延長者の較差を解消するため、賃金水準の改善や一時金の月数を常勤と同様にすることが必要。
〇在宅勤務（テレワーク）手当の日額支給
　県の対宅勤務の実態を踏まえ、日額で支給すべき。
〇臨時的任用職員の通勤手当の日割り支給

　月途中で任用された場合に当月の通勤手当が支給されない現状を改善するため、日割り支給とすべき。
〇臨時的任用職員の級・号給格付けの改善

　経験に応じ、常勤職員の昇格実態を踏まえた改善を図るべき。
〇会計年度任用職員の差額の年度内精算

　会計年度任用職員の報酬については、当該年度に改定し差額を支給すべき。

〇移転料の支給

　他県から人材を確保するためには、国や他の都道府県と同様に移転料を措置すべき。

〇仕事と家庭の両立支援
子育て世代が安心して働き続けられるため、育児部分休業や育児短時間勤務の対象年齢を小学校終了時まで引き上げることが必要。

〇初任給の格付けの改善
　人材確保の観点から、すべての給料表で初任給を4号給引き上げるべき。

自治労県職労代表の決意表明（要旨）

2023賃金確定交渉に臨んで、自治労県職労を代表して３点について申し上げます。

１点目は、新規採用職員の移転料支給についてです。

人材不足はますます深刻化しており、欠員の数は数年前に比べて大幅に増加していますが、今期確定交渉において当局は未だ人事委員会勧告の実施を明言しないばかりか、人材確保への本気度も疑わざるを得ない姿勢を見せています。例えば、新規採用職員の移転料支給について、当局は、採用される職員自身が転居の必要性を考慮した上で受験していることなどから支給困難との回答を繰り返しています。

ただでさえ、３月には引越しに係る費用は値上がりするほか、家賃水準の高い本県にあっては、移転に係る諸費用の負担は重いことから、より優秀な人材を確保するためにも、移転料の支給は必須です。

２点目は、育児支援に係る休暇制度の新設です。

育児と仕事との両立支援についても、人材確保に当たっては欠かせませんが、育児短時間勤務や部分休業といった制度が「子が小学校に就学するまで」しか利用できないことから、現在、育児中の職員が直面する大きな悩みの１つが「小１の壁」です。保育園のときは、18時半まで預かってくれて延長保育もありますが、小学校入学後は14時や15時に下校となり、面倒を見てくれる大人が家にいない事態が生じます。

学童保育を使う手もありますが、共働き世帯の増加に伴い、どの学童も逼迫した状況です。拡大時差出勤やかなフレックスタイムプラスでは、１日の労働時間や週の労働時間は変わらず、保護者の目の行き届かない時間帯が生じます。そのような「小１の壁」解消に向け、小学校入学以降も独自の部分休暇制度を設ける取組をしている県は少なくとも13府県あり、県内においても複数の自治体が同様の取組を行ってます。育児中の夫婦がフルタイムで働く家庭は今後も増えていきます。私もその１人です。子どもが小学校に入学しても、私は働き続けたいと思っていますが、現行の制度のままでは叶いそうにありません。私か夫のどちらかがキャリアを諦め、退職するしかありません。収入も大きく減るでしょう。子どもの成長とともに、将来への不安が頭をよぎります。

出産や育児といったライフイベントが、キャリアや収入に致命的な影響を及ぼす時代は終わりを告げています。男女がともに働き、平等に輝く時代に向けて、「小１の壁」の解消に向けた取組は絶対に必要です。

３点目は、再任用職員の処遇改善です。

人員不足が深刻化する中、ベテランの高齢層職員、特に暫定再任用職員の処遇改善も欠かせない取組です。中堅層職員が少ない中で、暫定再任用職員は自らの仕事だけでなく、私たち若年層職員の人材育成にも貢献しています。今年３月末に定年退職して暫定再任用職員として勤務している職員と、来年４月以降に定年延長されて勤務する職員とでは、その給与水準や生活関連手当の支給・不支給などの労働条件が大きく異なり、職場内に大きな亀裂を起こしかねません。これまで長らく県政に貢献してきたベテラン層職員の間に無用な分断を起こさず、引き続き安心して県政に貢献できるよう、暫定再任用職員の処遇を改善すべきです。
持続可能で質の高い公共サービスの維持には、職員の処遇改善が必要不可欠であることを再度この場で皆さんと確認いたしまして、私からの発言とさせていただきます。

2023県労連賃金確定交渉第３回幹事団交渉報告
	１．賃金水準の確保（〇県労連　●当局）ゴシックは、第3回交渉発言

	〇物価上昇による実質賃金の低下を考慮し、基本賃金についてはすべての職員の生活改善につながる水準に引上げ、プラス勧告をすみやかに実施し、年内に差額を支給すべき。
●人事委員会から、給料表と地域手当の引上げ及び期末勤勉手当を0.10月引上げるよう勧告された。給与改定に当たっては透明性や説明責任を念頭に、勧告を尊重して話し合う。勧告の実施については、交渉課題全体の中で話し合いたい。本日も完全実施について申し上げられないが、勧告を実施したい気持ちは皆さんと一緒だ。
●勤勉手当の成績率は、昨年度見直しを行ったところだが、今年度どのような成績率を設定するかについて苦慮している。本日具体的な率はお話しできないが、従前どおり単純に引き上げ分を追加すると区分ごとの相対的な差が縮まることになり、適正な給与配分等の観点で課題があると認識。若年層ほど業務上の成果に配慮を求めるなど意識の変化がみられ、人材確保の観点からも勤務成績に応じた成績率のあり方を検討する必要がある。

〇勤勉手当の格差を広げれば人材確保につながるというのか。若年層が求めているのはワークライフバランスや仕事と家庭の両立が実現できるかだ。

●在宅勤務（テレワーク）手当について、1か月あたり10日を超えて勤務を命じられた職員には、国に準じ月額3,000円を措置したい。手当の趣旨は在宅勤務に伴い、光熱費等の費用負担が特に大きい職員への負担軽減であり、国と県とで異なるものではない。日額で支給する場合、通勤手当の減額が不可欠となるが、事務負担が大きく困難。
○テレワークを月10日取得できる職員はほとんどいない。10日に満たない日数分は自己負担では、テレワークを本気で推進する気がないのと同じだ。

	２. 再任用職員の賃金・労働条件（〇県労連　●当局）ゴシックは、第3回交渉発言

	〇再任用職員の賃金水準について、定年引上げをふまえ、改善を図ること。暫定再任用職員と定年延長の給与等の格差は早急に解消するべきだ。
●再任用職員と60歳超職員との間の一時金に差があるが、退職後、再度任用されることで生じるもの。再任用職員制度について総務省は、定年引上げ前の制度を基本とした取扱いをすべきとしており、国等との均衡から現時点では引上げは困難。

〇扶養・住居手当などの生活関連手当を支給すること。

●人事院報告で給与制度のアップデートとして、再任用職員の手当については人事運用の変化を踏まえて支給範囲の拡大を検討することとされているので、国の動向を注視する。

○同じ仕事をしているのに給与面で大きな差があるのでは、モチベーションが持たないし、休暇等の充実といった措置では到底解決できない。例えば加給を措置するといった工夫は考えられないか。今のままでは多くの高齢層職員が離職してしまいかねない。

〇短時間再任用の格付けが引き下げられた際、定年延長を見据えた見直しを図るという合意があったはず。ぜひ改善を。

	３. 臨時的任用職員、会計年度任用職員（〇県労連　●当局）ゴシックは、第3回交渉発言

	〇臨時的任用職員における、経験に応じた級・号給の格付けなど、常勤職員の昇格実態をふまえて改善すること。
●一般事務臨時的任用職員の場合、事務分担の見直しを行い、行（1）1級相当で配置。所属経験を有することをもって級を引き上げることはできない。
〇会計年度任用職員の基本報酬、格付け、扶養・住居手当などの生活関連手当、労働条件を改善すること。

●総務省マニュアルでは、任期が一会計年度に限られ、職務や責任は常勤と異なる設定をすべきであり、報酬に一定の上限を設けるとされている。
〇臨時的任用職員について、通勤手当の改善を図ること。月の途中で採用された場合、日割り支給とすること。

●通勤手当は実費弁償の要素もあるが、住居手当等の生活関連手当と同様、1日を基準とし月額で支給するもの。日額の特殊勤務手当における実績への支給とは異なる。日割りとした場合、認定業務の増大や返納の発生などの負担も考慮する必要があり、困難だ。
○ただでさえ低賃金に抑えられている臨時的任用職員に対し、支払った交通費を補填しない現状は、官製ワーキングプアを助長しているに等しい。

●会計年度任用職員について、2024.4から現行の加給を廃止し、勤勉手当として支給したい。成績率については「良好」に加え「良好でない」「懲戒処分」を新たに設けたい。
●勤勉手当の期間率から無給休暇を除算できる規程整備をR6から行いたい。

○会計年度任用職員の報酬については、当該年度に改定して差額を支給すべきだ。

●これまで、会計年度任用職員の報酬改定は翌年度からの実施としてきた。改定時期を常勤と同様に遡及する場合の影響等について、課題の解決に向けて取り組んでいるところ。

	４．労働時間の短縮・休暇制度の拡充（〇県労連　●当局）ゴシックは、第3回交渉発言

	●ランチタイムシフトを2024.4から恒常的な制度として実施したい。
●夏季休暇の取得期間を2024.4以降も6.1～10.31とし、残日数に4時間未満の端数がある場合、分単位まで消化できることとしたい。

●結婚休暇の取得期間について、現在は国と同様、結婚した日の5日前から結婚した日の1か月程度までとして運用してきたが、コロナ拡大時に特例で拡大運用していた。結婚に対する意識の変化もあり、他団体では6月以上としているところも少なくないことから、取得期間の拡大については悩ましい問題と考えている。

○働き方改革の上限規制のあり方等については、定期的に任命権ごとの労使協議を行う姿勢を堅持すべきだ。

	５．仕事と家庭の両立支援の拡充（〇県労連　●当局）ゴシックは、第3回交渉発言

	●育児部分休業や育児短時間勤務の対象年齢の引上げについて、対象年齢の要件は法律で小学校就学の始期までとなっており、自治体の裁量で要件を緩和することは認められていない。仮に措置するとすれば休暇の新設だが、例えば子の看護休暇の対象年齢や日数についても、すでに国を上回る措置を行っている。仕事と家庭の両立は大変重要と認識しているが、これ以上の拡充は困難だ。

○今は男女ともにフルタイムで働いて育児する時代。「小１の壁」を解消しないでよい理由が見当たらない。13府県で独自の部分休暇制度を設け「小１の壁」解消に向けた取組を行っているのに、神奈川県ができない理由はない。

●家族休暇の新設や子の看護休暇日数の見直しについては、民間の育児介護休業法や国の見直しの動向を注視する必要があり困難。
●フレックスタイム制度について、2024.4から一般職員にも導入する。また育児介護職員には、2024年度中に選択式週休3日制を試験実施する。制度導入に当たっては十分な検証に実施してほしいとのことだが、現在の拡大時差出勤の一番遅い出勤は10時30分、一番早い退勤は午後3時45分で定着しており、フレックスタイム制度を2024.4年度から導入しても影響は少ない。
○フレックスタイム制度自体を否定はしないが、しっかりと問題点を検証したうえで導入すべきだ。

●同性パートナーの取扱いについて、児童手当、住居手当等や忌引休暇、短期介護休暇等、配偶者等を対象としたものがあり、運用上事実婚を認めるものはあるが、異性婚を前提としている。これらについて同等に扱うかは悩ましい問題と認識している。

	６．人材確保及び育成（〇県労連　●当局）ゴシックは、第3回交渉発言

	○公務職場への人材確保の視点から、初任給決定基準の改善を図り、すべての給料表で初任給を4号給引上げること。

〇若手職員の多くが、初任給が低いと感じている。また、経験者採用の格付けについても人材確保の観点から改善をすべき。

○県外在住の新規採用職員及び新規採用の臨時的任用職員について、移転料を支給すること。
●新採の移転料、本県は交通網も発達しており、自身が転居の必要性を考慮の上受験していると思われ、実現は困難。人材確保での影響も不透明だ。
○他の多くの要求には国や他団体との均衡を理由に困難と言うが、多くの自治体が措置している移転料が困難というのはダブルスタンダードだ。


県労連確定闘争交渉日程
〇11月６日（月）　　決議文手交

〇11月9日（木）　 県労連最終交渉

　　　　　　　　 　  自治労県職労拡大評議委

〇11月1３日（月）　戦術配置
